





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































企業形態 私営企業 集体企業 株式企業 国有企業
利潤額（億元） 1975 551 7420 6447




2006年，及びXu,L.,T.zhu, Y.Lin,Politician Control,Agency Problems,and Ownership Reform:Evidence from 
china, Economics of Transition,13(1)2005,p.p.1-24を参照されたい。
63　企業内における能力不足の従業員は，従来の国有企業における制度保障による安定感，安堵感などのため
企業から離れようとしない傾向が強い。実際に，７割以上の国有企業から技術・研究・開発人材の流出が
最も多くて，「出るべきひとが出ず，残るべき人が残らず」という状況である。徐向東『中国における人的
資源の形成と日本企業の技術移転：異文化組織における知の移転,共有と創造のメカニズムの探究』立教大
学，2001年，93頁。また，日本労働研究機構『中国国有企業改革のゆくえ──労働・社会保障システムの
変容と企業組織──』日本労働研究機構，2001年，260頁，及び楊杜「中国の人事労務管理」奥林康司・今
井斉・風間信隆編『現代労務管理の国際比較』ミネルヴァ書房，2000年，120頁を参照されたい。
環太平洋圏経営研究　第９号
- 168 -
64　井上信宏，前掲書，126頁。
65　李捷生『中国「国有企業」の経営と労使関係──鉄鋼産業の事例〈1950年代～90年代〉──』御茶の水書房，
2000年，215頁。
66　現在の改革においては，改革前における雇用制度がもたらした人員過剰の問題をどのように解決していく
のかという課題がある。（趙建国「論伝統体制下国有企業過剰就業的形成及深化」『中国人口科学』2000年
５月，９-16頁。）また，辛作義・冯进路による国有企業220社の調査によると，経営者の上位組織の任免は
経営者の短期業績を重視する行動をもたらした。経営者が有限の資金を賃金の分配に入れているため，過
剰人員の削減に必要な費用や技術改良の資金は不足になる。そのため，現代中国国有企業における経営者
の上位組織任免が人員過剰の問題の解決を促進できず，企業の発展を阻害した。辛作義・冯进路「冗員，
政府干预与国有企業技術创新的実証分析」『河南大学学報（社会科学版）』（河南大学）第43巻　第１号，
2003年１月，97-101頁。
67　新労働契約法は人員削除の場合は，長期固定期間労働契約者，無固定期間労働契約者，高齢者又は未成年
者の扶養を抱える家庭の唯一な就業者に対しては，優先的に残すように規定している。
68　国有企業の組織構造の改革を進めることが，国有企業の雇用管理を合理化させる前提となろう。つまり，
国有企業は行政影響を受けず，経営組織として機能を発揮することにより，国有企業の雇用管理を合理化
に展開できるのではないかと考えられる。
 （2007年10月30日受理）
